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㈱ジェムコ日本経営高橋 功吉

コンサルコンサルタントコンサルタント 　「コンサルタントの現場から」のコラムは、

コンサルタントがコンサルティング等の現場

で見聞きしたことの中から、参考になるので

はないかという四方山話を綴ったものです。

＜執筆者プロフィール＞   

　大手家電メーカーにて、海外経営責任者などの要職を歴任後、ジェムコ日本

経営に入社。2007 年執行役員、2011 年取締役、2015 年 6 月より現職。上場

企業経営トップおよびボードメンバーへの顧問型経営支援をはじめ、グローバ

ル戦略の構築から、製造現場の現場力向上、品質革新など、経営全般にわたり幅広く活躍している。

実践に裏打ちされた「わかりやすい」コンサルティングが身上。「ものづくり経営入門」（日経

BP）他、雑誌や媒体への執筆、講演も多い。

　主な資格は、ICMCI（国際公認経営コンサルティング協会）認定コンサルタント、公益社団法

人全日本能率連盟認定マスターマネジメントコンサルタント、経済産業大臣登録中小企業診断士

㈱ジェムコ日本経営   /   常務理事 グローバル事業担当
高橋 功吉 （たかはし こうきち）

【第13面に続く】

知恵をどれだけ集められるかが躍進を決める

  事業を進める上で大切なことは、どれだけ知恵を集めることが

できるかだ。皆の知恵を集めることのできる企業は、新たな技術開

発や商品開発、新たな販売先の開拓、現場での改善などが進む。ま

た、スピードや効率という面でも大きな差が出る。1 人でどうしよ

うかと悩んでいても時間ばかりかかるが、皆から知恵をもらうこ

とで早期により良い方法を見つけることができる。躍進する企業、

またスピードのある企業は、概して知恵を集めることがうまい企

業と言える。

自ら情報発信しないと知恵は集まらない

  ところで、知恵を集めるには、集めようと意識しなければ集まら

ないし、また集められるような行動をしないと集めることは難し

い。何もせずに待っていて、誰かが素晴らしい知恵を持ってきてく

れるというようなことは皆無だ。

  「こんなことに困っているのだが」と言って初めて、「そういうこ

となら…」というようにその人が持つ情報を提供してもらうこと

ができる。何も発信しなければ都合の良い情報を教えてくれる人

などいないということだ。

  すなわち、自ら情報を集めようとするのであれば、自分は何をや

りたいと思っているのか、また、今、どんなことに取り組んでいる

のか、どんなことに困っているのかといったことを発信すること

が大切だ。それを発信することで、初めてそれを聞いた従業員や取

引先、関係先がそれに関する情報を提供できることになる。情報開

示してこそ知恵が集められるということだ。

  実際、それらの取り組みを発信したことで、研究機関から問い合

わせが来て、共同開発を進めることになったという例もあるが、こ

れは、こんなことに取り組んでいるという情報開示したことによ

る成果だ。

情報開示しないことによるロスの方が大きい

  ところで、機密保持という名の下、自社がやろうとしていること

を発信することはコンペチターに自社の戦略を知らせることにな

るため、それを嫌って情報発信しないという企業は多い。しかし、

コンペチターの立場からすれば、その企業がどんな戦略を展開し

ようしているかは、言うか言わないかは別にして概ね掴んでいる

ものだ。それはその企業の立場になって考えてみればわかること

だからだ。それより情報開示しないことによるロスの方が多いと

筆者は考える。

  積極的に情報開示して知恵を集めようという企業に対しては、

第178回 情報の開示が知恵を集める

https://www.instagram.com/kosita_thai_cuisine/
http://miyakothailand.com/
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【第12面から続く】

  自民党総裁選で安倍晋三首相が「あと３年の任期」を手に入れ、

政界で「改憲スケジュール」が取りざたされるようになった。

  「3 年かけて社会保障改革とか言ってますが、本気とは思えませ

ん。安倍さんの関心は憲法改正一本です」

  自民党の国会議員が言う。2021 年 9 月まで 3 年の「任期」があ

る首相が、どの時点で国民投票に打って出るか。それから逆算し

て政局は動く、というのだ。

  来年は、春に統一地方選挙がある。7 月ごろ参議院選挙が予定

され、10 月に消費税が 10％に上がる。4 月で平成が終わり、新天

皇が即位。20年の夏には東京五輪が開催される。五輪が終われば、

残り 1年の政権への求心力は低下するだろう。

◆「首相が功を焦ると失敗する」

  「国民投票は、来年末から再来年の春までの間。平成が終わる

一大イベントとして行われるのではないか」

  そんな観測が広がっている。

  首相は 10 月 3 日、自民党憲法改正推進本部顧問の高村正彦党

副総裁と会い、秋の臨時国会で憲法改正の趣旨説明をすることで

合意した。首相は「改正案の提出」まで踏み込みたい意向と伝え

られていたが、慎重になったようだ。高村氏は、党内の議論が煮

詰まっていないことや、公明党への配慮から、慎重に手順を踏む

ことを進言した、と見られる。

  だが安倍首相は、のんびり構えてはいられない。年を越せば統

一地方選挙へのムードが高まり、憲法改正論議は棚上げされかね

ない。明確な「やる気」を天下に示し、改憲ムードをつくり出す

必要がある。東京五輪の前に改憲を成就するなら、勝負どころは、

統一地方選挙から参議院選挙の前後にかけての半年だろう。そこ

で国会発議ができれば、20 年春まで間に合う。

  有権者は憲法改正への関心は高いとは言えない。政策の優先順

位も、経済政策、年金・介護、保育・教育といった「暮らし」に

関心は集中し、政策として憲法改正は関心の外と言える。「改憲

が本当にできるか」は政界でも、悲観論と楽観論が入り混じって

いる。

  自民党にとっての「悲観論」（護憲派の楽観論）は「立て込ん

だ政治日程を縫って、国民の合意を取り付けるのは極めて難しい。

憲法審査会で十分な議論に入れていない現状で、自民党をまとめ、

公明党の了解を取り、国民の理解を得るには時間がかかる」とい

うものだ。総裁選で首相の改憲論を正面から批判した石破茂氏が

善戦した。地方票の 45％を確保した実績は、強引な安倍政治への

草の根からの反発と党内でも見られている。「首相が功を焦ると

失敗する」という自民党議員は少なくない。

山田厚史

『山田厚史の地球は丸くない』

【第14面に続く】

憲法改正 国民投票は東京五輪の前か？　
賛否占う 来年夏の参院選 

その企業の姿勢を好意的に捉え、それならばこんな方法がある、こ

んなところがそれについての情報を持っている、一緒にやりません

かというように、より有効な情報や力を提供してくれることが多い。

  より多くの知恵をどれだけ集められるかが変化の激しい経営環

境の中で生き残る道だ。そういう意味では、自ら積極的に情報開示

をして、皆の知恵や力を借りる姿勢が大切ではないだろうか。以前

もこのコラムで記載したことがあるが、筆者の好きな言葉の一つ

が「衆知を集める」だ。より積極的に知恵を集めようとする姿勢と

行動こそが、生き残る上で大切だ。

www.ororapanel.com



